
「薬中心の業務」 

・処方箋受取・保管 

・調製(秤量、混合、分割) 

・薬袋の作成 

・報酬算定 

・薬剤監査・交付 

・在庫管理 

 医薬関係団体・学会等
で、専門性を向上するた
めの研修の機会の提供 
 

 医療機関と薬局との間
で、患者の同意の下、検
査値や疾患名等の患者情
報を共有 
 

 医薬品の安全性情報等の
最新情報の収集 

「患者中心の業務」 

 

・処方内容チェック 

 (重複投薬、飲み合わせ) 

・医師への疑義照会 

・丁寧な服薬指導 

・在宅訪問での薬学管理 

・副作用・服薬状況の

フィードバック 

・処方提案 

・残薬解消 

「患者中心の業務」 

 

「薬中心の業務」 

 

専門性＋コミュニケーション 
能力の向上 

薬中心の業務 

薬中心の業務 

患者中心の業務 患者中心の業務 

平成27年10月23日 
厚生労働省公表資料改変 
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～対物業務から対人業務へ～ 

「患者のための薬局ビジョン」～「門前」から「かかりつけ」そして「地域」へ～ 

○かかりつけ薬剤師としての役割の発揮に向けて 
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薬
局
数

 

年度 

薬局数と薬局１軒あたりの処方箋枚数の推移 

薬局数 

1軒あたり処方箋枚数 

薬局数と処方箋枚数の推移 

 処方箋枚数は増加しているが、薬局1軒あたりの処方箋枚数はここ数年減少している。 



 薬局の処方箋応需の状況は、主に特定の医療機関からの処方箋を応需している薬局が約7割となっている。 

※薬局調査 

薬局の処方箋応需の状況 

14 

平成26年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成27年度調査） 後発医薬品の使用状況調査 

※ 医療機関が少ない地域では、かかりつけ薬局としての機能を果たしている薬局もある。 

立地の利便性で患者から選択されるよう、医療機関の周辺の敷地に店舗を設けて特定の医
療機関からの処方箋を受け付けることのみで成り立つビジネスモデルを変え、地域包括ケア
システムの中で、多職種と連携してかかりつけ薬剤師が役割を発揮することを目指す姿に転
換する必要がある。 

 薬局の処方箋応需の状況 

72.7% 
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１．かかりつけ薬剤師・薬局の評価 



連携 

かかりつけ薬剤師を活用して
患者の服薬を管理 

・全ての医薬品等の服薬情
報等の報告 

・薬学的見地からの疑義照
会、処方提案等 

・患者の受診医療機関と服薬状況
（OTC医薬品、健康食品等を含む）
を一元的に把握 

・調剤時のみならず、継続的な服
薬状況の把握 

・患者からの相談に24時間応じら

れる体制（やむを得ない場合は当
該薬局の別の薬剤師でも可） 

患者 

ケアの提供 
（服薬状況等の確認、服薬指導等） 

かかりつけ医 かかりつけ薬剤師 
指示 

患者が選択した「かかりつけ薬
剤師」が以下の業務を実施 

 かかりつけ薬剤師は、患者の服薬状況を一元的・継続的に把握し、それに基づき患者へ指導等を
行う。また、得られた患者情報に基づき、かかりつけ医に服薬情報等を報告するとともに、薬学的見
地から処方内容の疑義照会や処方提案等を行う。 

薬 局 

※ 「かかりつけ薬剤師」の要件 
 ・保険薬剤師として一定年数以上の薬局勤務経験 
 ・当該保険薬局に週の一定時間以上勤務 
 ・当該保険薬局に一定期間以上の在籍 
 ・研修認定の取得 
 ・医療に係る地域活動への参画 

かかりつけ医とかかりつけ薬剤師の連携 

平成28年度診療報酬改定 
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かかりつけ薬剤師・薬局の評価 

 

○ 患者が選択した「かかりつけ薬剤師」が、処方医と連携して患者の服薬状況を一元的・継続
的に把握した上で患者に対して服薬指導等を行う業務を薬学管理料として評価する。 

１．かかりつけ薬剤師の評価 

平成28年度診療報酬改定 
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○ かかりつけ薬剤師が役割を発揮できる薬局の体制及び機能を評価するため、基準調剤加算
を統合し、「患者のための薬局ビジョン」を踏まえ、在宅訪問の実施、開局時間、相談時のプラ
イバシーへの配慮等の要件を見直す。 

現行 

薬剤服用歴管理指導料 
41点/34点 

改定後 

かかりつけ薬剤師が行う服薬指導 

かかりつけ薬剤師以外の薬剤師が行う服薬指導 

（新）かかりつけ薬剤師指導料 70点 

薬剤服用歴管理指導料 50点/38点 

（新）かかりつけ薬剤師包括管理料 270点 

２．かかりつけ薬剤師が役割を発揮できる薬局の体制及び機能の評価 

  （基準調剤加算の見直し） 

 

調剤基本料 
 

 
調剤料 

 

薬剤服用歴
管理指導料 

以下の項目が 
包括されるイメージ 



かかりつけ薬剤師の評価① 

 

  患者が選択した「かかりつけ薬剤師」が、処方医と連携して患者の服薬状況を一元的・継続的に把握した
上で患者に対して服薬指導等を行う業務を薬学管理料として評価する。 
 

（新）  かかりつけ薬剤師指導料       ７０点（１回につき） 
 

 
 
 

[算定要件] 
① 患者が選択した保険薬剤師が患者の同意を得た上で、同意を得た後の次の来局時以降に算定できる。 
② 同意については、当該患者の署名付きの同意書を作成した上で保管し、その旨を薬剤服用歴に記載する。 
③ 患者1人に対して、1人の保険薬剤師のみがかかりつけ薬剤師指導料を算定できる。かかりつけ薬剤師以外の保険薬剤師が指導等を行った場

合は当該指導料を算定できない（要件を満たせば、薬剤服用歴管理指導料は算定できる。）。 
④ 手帳等にかかりつけ薬剤師の氏名、勤務先の保険薬局の名称及び連絡先を記載する。 
⑤ 担当患者に対して以下の業務を実施すること。 
 ア 薬剤服用歴管理指導料に係る業務 
 イ 患者が受診している全ての保険医療機関、服用薬等の情報を把握 
 ウ 担当患者から24時間相談に応じる体制をとり、患者に開局時間外の連絡先を伝え、勤務表を交付（やむを得ない場合は当該薬局の別の薬剤

師でも可） 
 エ 調剤後も患者の服薬状況、指導等の内容を処方医に情報提供し、必要に応じて処方提案 
 オ 必要に応じて患家を訪問して服用薬の整理等を実施 
 
［施設基準］ 
 以下の要件を全て満たす保険薬剤師を配置していること。 
   (１) 以下の経験等を全て満たしていること。 
    ア 施設基準の届出時点において、保険薬剤師として３年以上の薬局勤務経験があること。 
    イ 当該保険薬局に週32時間以上勤務していること。 
    ウ 施設基準の届出時点において、当該保険薬局に６月以上在籍していること。 
  (２) 薬剤師認定制度認証機構が認証している研修認定制度等の研修認定を取得していること。（当該規定は、平成２９年４月１日から施行） 
  (３) 医療に係る地域活動の取組に参画していること。 

かかりつけ薬剤師の評価（出来高） 

平成28年度診療報酬改定 
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※ 薬剤服用歴管理指導料、かかりつけ薬剤師包括管理料又は在宅患者訪問薬剤管理指
導料（当該患者の 薬学的管理指導計画に係る疾病と別の疾病又は負傷に係る臨時の
投薬が行われた場合を除く。）と同時に算定できない。 



かかりつけ薬剤師の評価② 

 

  地域包括診療料、地域包括診療加算等が算定される患者に対してかかりつけ薬剤師が業務を行う場合
は、調剤料、薬学管理料等に係る業務を包括的な点数で評価することも可能とする。 
 

（新）  かかりつけ薬剤師包括管理料         ２７０点（１回につき） 
 
 
 
 
[包括範囲] 

 下記以外は包括とする。 
・時間外等加算、夜間・休日等加算 
・在宅患者調剤加算、在宅患者訪問薬剤管理指導料（当該患者の薬学的管理指導計画に係る疾病と別の疾病又は負傷に係る臨時の投薬が行 
われた場合に限る。）、在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料、在宅患者緊急時等共同指導料 
・退院時共同指導料 
・薬剤料及び特定保険医療材料料 
 

[算定要件] 

① 対象患者は、地域包括診療加算若しくは認知症地域包括診療加算又は地域包括診療料若しくは認知症地域包括診療料を算定している患者と
する。 

② かかりつけ薬剤師指導料の算定要件を満たしていること。 
③ 調剤の都度患者の服薬状況、指導等の内容を処方医に情報提供し、必要に応じて処方提案すること。 
  （情報提供の方法については、保険医と合意が得られている場合はそれによるものとする。） 
 
［施設基準］ 
かかりつけ薬剤師指導料と同じ。 

かかりつけ薬剤師の評価（包括点数） 

平成28年度診療報酬改定 

※ 薬剤服用歴管理指導料、かかりつけ薬剤師指導料又は在宅患者訪問薬剤管理指導料
（当該患者の 薬学的管理指導計画に係る疾病と別の疾病又は負傷に係る臨時の投薬
が行われた場合を除く。）と同時に算定できない。 

医療機関は当該患者が受診している医療機関の
リスト及び当該患者が当該診療料（加算）を算定
している旨を、処方せんに添付して患者に渡すこ
とにより、当該薬局に対して情報提供を行う。 

19 



地域包括ケアシステム推進のための取組の強化 

複数疾患を有する認知症患者に対して、継続的かつ全人的な医療等を実施する場合
に、主治医機能としての評価を行う。 

 
(新)  認知症地域包括診療料 1,515点（月１回） 
 
 
 
 
 
 
 
(新)  認知症地域包括診療加算 30点（再診料１回につき加算） 
 

 

認知症に対する主治医機能の評価 

平成28年度診療報酬改定 

[算定要件] 
下記の全てを満たす認知症患者 
(1) 認知症以外に１以上の疾患を有する。 
(2) 以下のいずれの投薬も受けていない。 
 ① １処方につき５種類を超える内服薬 
 ② １処方につき３種類を超える向精神薬 
(3) その他の地域包括診療料の算定要件を満たす。 

[施設基準] 
地域包括診療料の届出を行っていること。 

[施設基準] 
下記の全てを満たす認知症患者 
(1) 認知症以外に１以上の疾患を有する。 
(2) 以下のいずれの投薬も受けていない。 
 ① １処方につき５種類を超える内服薬 
 ② １処方につき３種類を超える向精神薬 
(3) その他の地域包括診療加算の算定要件を満たす。 

[施設基準] 
地域包括診療加算の届出を行っていること。 

20 



平成28年度診療報酬改定 

対象疾患 診療内容 内服薬 主な施設基準 

 
認知症地域包括診療料 

1,515点（１月につき※１） 

認知症＋１疾患以上 

担当医を決め、 
・療養上の指導 
・他の医療機関での 
 受診状況等の把握 
・服薬管理 
・健康管理 
・介護保険に係る対応 
・在宅医療の提供 
・２４時間の対応 

  
       等を実施 

内服薬 
 ５種類以下 
うち向精神薬 
 ３種類以下 

○診療所又は200床未満の病院 
○研修の受講 
 
○病院の場合以下の全て（※２） 
・地域包括ケア病棟の届出 
・在宅療養支援病院であること 

 
○診療所の場合以下の全て 
・時間外対応加算１の届出 
・常勤医師が２人以上（※３） 
・在宅療養支援診療所であること 

地域包括診療料 
1,503点（１月につき※１） 

下記のうち２疾患以上 
・高血圧症 
・脂質異常症 
・糖尿病 
・認知症 

 （要件なし） 

 
認知症地域包括診療 
加算 

30点（再診料に加算） 

認知症＋１疾患以上 
 

内服薬 
  ５種類以下 
うち向精神薬 
  ３種類以下 

○診療所 
○研修の受講 
○以下のいずれか一つ 
・時間外対応加算１又は２の届出 
・常勤医師が２人以上（※３） 
・在宅療養支援診療所であること 地域包括診療加算 

20点（再診料に加算） 

下記のうち２疾患以上 
・高血圧症 
・脂質異常症 
・糖尿病 
・認知症 

 （要件なし） 

新 

新 

※１ 当該月の薬剤料、550点以上の検査、画像診断、処置等以外の費用は、当該点数に含まれる。 
※２ 地域包括診療料の、２次救急指定病院等であるとの施設基準については、平成２８年度改定で廃止し、要件を緩和。 
※３ 地域包括診療料・加算の、常勤医師が３人以上との施設基準については、平成２８年度改定において２人に緩和。 26 



かかりつけ薬剤師が役割を発揮できる薬局の体制及び機能の評価 

平成28年度診療報酬改定 

 かかりつけ薬剤師が役割を発揮できる薬局の体制及び機能を評価するため、基準調剤加算を統合し、「患

者のための薬局ビジョン」を踏まえ、在宅訪問の実施、開局時間、相談時のプライバシーへの配慮等の要件を
見直す。 

 
 
 
 
 
 
［施設基準］ 

   (１) 1200品目以上の医薬品の備蓄をしていること。 
   (２) 一定時間以上の開局（平日は１日８時間以上、土曜日又は日曜日のいずれかの曜日には一定時間以上、週45時間以上） 
   (３) 単独の保険薬局又は近隣の保険薬局と連携により24時間調剤及び在宅業務の体制が整備されていること。 
    (４)  麻薬小売業者の免許を取得していること。 
    (５) 医療材料及び衛生材料供給体制の整備、在宅療養支援診療所（又は在宅療養支援病院）、訪問看護ステーションとの連携体制の整備、  
          ケアマネージャーとの連携体制の整備 
   (６) 過去１年間に在宅の業務実績があること。 
   (７) 管理薬剤師の実務経験として、薬局勤務経験5年以上、当該保険薬局に週32時間以上勤務かつ1年以上在籍していること。 
   (８) かかりつけ薬剤師指導料又はかかりつけ薬剤師包括管理料に係る届出を行っていること。 
   (９)  患者のプライバシーへ配慮した構造（パーテーションや会話が漏れ聞こえない構造・施設等） 
   (10) 定期的な研修実施 
    (11) インターネットを通じた情報収集と周知（医薬品医療機器情報配信サービス（PMDAメディナビ）への登録を義務づけ） 
    (12) 健康相談又は健康教室を行っている旨の薬局内掲示 
    (13) 特定の保険医療機関に係る処方せんによる調剤の割合が90％を超える薬局は、後発医薬品の調剤割合が30％以上であること。   等 
 

 

基準調剤加算の見直し 

現行 

基準調剤加算１    １２点 

基準調剤加算２  ３６点 

改定後 

基準調剤加算 ３２点 

※ 調剤基本料１（41点）を算定している保険薬局のみ加算できる。 
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基準調剤加算１ （12点） 基準調剤加算２ （36点） 

開局時間 ○地域の保険医療機関や患者の需要に対応した開局時間 
 

備蓄品目 ○700品目以上 ○1,000品目以上 

24時間体
制 

○単独の保険薬局又は近隣
の保険薬局と連携（連携する
薬局数は10未満） 

○当該薬局のみで対応 

在宅業務 - ○在宅業務の体制整備※ 

○在宅の業務実績（10回/年
以上） 

処方せん
受付回数/
集中率 

○調剤基本料の特例対象薬
局（大型門前薬局）ではない
こと 

○調剤基本料の特例対象薬
局（大型門前薬局）ではない
こと 
○処方せん600回/月を超え
る薬局は集中率が70%以下 

その他 ○麻薬小売業者の免許 
○定期的な研修実施 
○インターネットを通じた情報収集と周知 
 

※在宅の体制整備として必要な事項 

   地方公共団体や関係機関等へ在宅業務実施体制の周知、医療材料及
び衛生材料供給体制、在宅療養支援診療所（又は在宅療養支援病院）、
訪問看護ステーションとの連携体制、ケアマネージャーとの連携体制 

基準調剤加算 （32点） 

○平日は１日８時間以上、土曜日又は日曜日のいずれかの曜日
には一定時間以上開局し、かつ、週45時間以上開局 

○1,200品目以上 

○単独の保険薬局又は近隣の保険薬局と連携（連携する薬局数
は3以下） 
 

○在宅業務の体制整備 
○在宅の業務実績（１回/年以上） 
 

○調剤基本料の特例対象薬局（大型門前薬局等）ではないこと 
 
 
 
 

○麻薬小売業者の免許 
○定期的な研修実施 
○インターネットを通じた情報収集と周知 
(医薬品医療機器情報配信サービス（PMDAメディナビ）登録義務) 

○プライバシーに配慮した構造 

○健康相談又は健康教室を行っている旨の薬局内掲示 

○かかりつけ薬剤師指導料等に係る届出 

○管理薬剤師の実務経験（薬局勤務経験5年以上、同一の保険薬
局に週32時間以上勤務かつ１年以上在籍） 

○処方せん集中率が90％を超える薬局は、後発医薬品の調剤割
合が30％以上 

《現行》 《改定後》 

基準調剤加算の要件見直し 
平成28年度診療報酬改定 
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２．薬局における対人業務の評価の充実 
 
 ①薬局における薬学的管理及び指導の充実 



 

 薬剤服用歴管理指導料について、初回来局時の点数より、２回目以降の来局時の点数を低くする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 薬剤服用歴の記録への記載について、指導後速やかに完了させるとともに、同一患者についての全ての記
録が必要に応じ直ちに参照できるよう患者ごとに保存・管理する。 

 薬剤情報提供文書について、処方内容が前回と同様の場合等においては、必ずしも指導の都度、交付する
必要はない。（※交付しない場合は、その理由を薬剤服用歴の記録に記載する。） 

 手帳については、患者に手帳を保有することの意義、役割及び利用方法等について十分な説明を行い、患
者の理解を得た上で提供することとし、患者の意向を確認した上で手帳を用いないこととした場合及び複数
の手帳を１冊にまとめなかった場合にあってはその理由を薬剤服用歴の記録に記載する。 

 電子版の手帳について、紙媒体と同等の機能を有する場合には、算定上、紙媒体と同様の取扱いとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

薬剤服用歴管理指導料の評価の見直し 

現行 

【薬剤服用歴管理指導料】 
（処方せんの受付１回につき）              ４１点 
 
［算定要件］ 

注： 患者に対して、次に掲げる指導等のすべてを行った場合に
算定する。 

   ただし、次に掲げるハを除くすべての指導等を行った場合は、
所定点数にかかわらず、処方せんの受付１回につき３４点を算
定する。 

  ハ 調剤日、投薬に係る薬剤の名称、用法、用量その他服用
に際して注意すべき事項を手帳に記載すること。 

改定後 

【薬剤服用歴管理指導料】 

１ 原則過去６月内に処方せんを持参した患者に対して
行った場合                       ３８点 

２ １の患者以外の患者に対して行った場合    ５０点 
 

［算定要件］ 

注： 患者に対して、次に掲げる指導等の全てを行った場合に処方
せん受付１回につき所定点数を算定する。 

   ただし、手帳を持参していない患者、区分番号00の１に掲げる
調剤基本料１（４１点）若しくは区分番号00の４に掲げる調剤基本

料４（３１点）以外の調剤基本料を算定する保険薬局に処方せん
を持参した患者に対して、次に掲げる指導等の全てを行った場合
は、５０点を算定する。 

平成28年度診療報酬改定 

薬局における薬学的管理及び指導の充実① 
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平成28年度診療報酬改定 

薬局における薬学的管理及び指導の充実② 

 対人業務に関する業務の評価を充実するため、特定薬剤管理指導加算（ハイリスク薬）及び乳幼児指導管
理加算（６歳未満の乳幼児）の評価を見直す。 

 

 

 

 

   ※特定薬剤管理指導加算の対象薬剤については厚生労働省のホームページに掲載する。 

薬局における対人業務の評価の充実 

現行 

特定薬剤管理指導加算   ４点 

乳幼児服薬指導加算 ５点 

改定後 

特定薬剤管理指導加算 １０点 

乳幼児服薬指導加算 １０点 

26 

特別養護老人ホームに入所している患者に対して、当該施設を訪問し、入所者に対して薬学的管理を行った
場合の評価を、薬剤服用歴管理指導料に新設。 

 
 改定後 

【薬剤服用歴管理指導料】 

（新） 特別養護老人ホーム入所者に対して行う場合    ３８点             
 

［主な算定要件］ 

 保険薬剤師が特別養護老人ホームを訪問し、服薬状況等を把握した上で、必要に応じて当該施設職員と協

力して、患者又は現に薬剤を管理する者に対して、指導を行った場合に算定できる。 

 訪問に際しての交通費は患家の負担とする。 

特別養護老人ホーム入所者への服薬管理支援の評価 

訪問 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&docid=85zXajk45hD63M&tbnid=hRdyhx5COfzRLM:&ved=0CAUQjRw&url=http://www.kitayaku.or.jp/center/center76.html&ei=hDKEU4G2IYz88QXeyIC4BQ&bvm=bv.67720277,d.dGc&psig=AFQjCNFT6WXlW3mvUa9CZUBtPX-EVHm90g&ust=1401259001830200


介護施設の患者に対する薬剤管理指導 

施設の例 配置基準 院外処方せん 
訪問薬剤管理指導料 

（医療保険） 
居宅療養管理指導費

（介護保険） 

特別養護老人ホーム
（介護老人福祉施設） 

医師○＊ 

薬剤師× 
○ 

× 
※ 末期の悪性腫瘍患者に
対しては訪問薬剤管理指
導が算定可 

× 

有料老人ホーム 
医師× 
薬剤師× 

○ 
 要介護認定  
  無→医療保険 
  有→介護保険 

患者宅（参考） － ○ 
 要介護認定  
  無→医療保険 
  有→介護保険 

＊入所者の健康管理及び療養上の指導を行うため
に必要な人数の医師（非常勤でも可） 

27 

訪問薬剤管理指導としては算定できない
ので、院外処方せんに基づく薬剤服用歴
管理指導料として算定できる旨を明確化 
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２．薬局における対人業務の評価の充実 
 
 ②医薬品の適正使用の推進 
  （多剤・重複投薬の削減や残薬解消の取組） 



医薬品の適正使用の推進① 

平成28年度診療報酬改定 

 医療機関において、多種類の服薬を行っている患者の処方薬剤を総合的に調整する取り
組みを行い、処方薬剤数が減少した場合についての評価を新設する。 
 

（新）  薬剤総合評価調整加算 ２５０点（退院時に１回） 
 
 
 
 
 
 
 
（新）  薬剤総合評価調整管理料 ２５０点（月１回に限り） 
             連携管理加算   ５０点 

 
 
 
 

[算定要件] 
保険医療機関に入院している患者であって、以下のいずれかの場合に、退院時に1回に限り所定点数を算定する。 
① 入院前に６種類以上の内服薬(入院時において当該患者が処方されている内服薬のうち、頓用薬及び服用を開始して４週間以内の薬剤を 
 除く。)が処方されていたものについて、処方内容を総合的に評価したうえで調整し、当該患者の退院時に処方される内服薬が２種類以上減少し 
 た場合 
② 精神病床に入院中の患者であって、入院直前又は退院１年前のうちいずれか遅い時点で抗精神病薬を４種類以上内服していたものについ 
 て退院までの間に抗精神病薬の種類数が２以上減少した等の場合。なお、保険医療機関がクロルプロマジン換算を用いた評価を行う場合に 
 は、クロルプロマジン換算で2,000mg以上内服していたものについて、1,000mg以上減少した場合を含めることができる。 

[算定要件] 
① 薬剤総合評価調整管理料 
   保険医療機関が、入院中の患者以外の患者であって、６種類以上の内服薬(受診時において当該患者が処方されている内服薬のうち、頓 
 用薬及び服用を開始して４週間以内の薬剤を除く。)が処方されていたものについて、処方内容を総合的に評価したうえで調整し、当該患者に 
 処方される内服薬が２種類以上減少した場合は、所定点数を算定する。 
② 連携管理加算 
    処方内容の調整に当たって、別の保険医療機関又は保険薬局との間で照会又は情報提供を行った場合は、連携管理加算として所定点

数を加算する。ただし、連携管理加算を算定した同一日においては、同一の別の保険医療機関に対して、区分番号B009診療情報提供料
（Ⅰ）は算定できない。 

多剤投薬の患者の減薬を伴う指導の評価【医科】 
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平成28年度診療報酬改定 

薬局における取組の評価（処方内容の疑義照会の評価） 

 医師と連携して服用薬の減薬等に取り組んだことを評価するため、重複投薬・相互作用防止加
算（薬剤服用歴管理指導料等への加算）については、算定可能な範囲を見直す。見直しに伴
い、疑義照会により処方内容に変更がなかった場合の評価は廃止する。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 在宅患者についても同様の評価を新設する。（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料） 

現行 

【重複投薬・相互作用防止加算】 

薬剤服用歴に基づき、重複投薬又は相互作用の防
止の目的で、処方せんを交付した保険医に対して照
会を行った場合は、所定点数に次の点数を加算す
る。 
 
イ 処方に変更が行われた場合       20点 
ロ 処方に変更が行われなかった場合  10点 

改定後 

【重複投薬・相互作用等防止加算】 

薬剤服用歴に基づき、重複投薬、相互作用の防止等の目的
で、処方せんを交付した保険医に対して照会を行い、処方に
変更が行われた場合は３０点を所定点数に加算する。 

医薬品の適正使用の推進② 

現行 

●併用薬との重複投薬及び併用薬、飲食物等との
相互作用を防止するための疑義照会 

●残薬の確認の結果、処方の変更が行われた場合 

（※薬剤の追加、投与期間の延長の場合は算定対
象にならない。） 

改定後 

以下の疑義照会を行い処方内容に変更があった場合 
○ 併用薬との重複投薬（薬理作用が類似する場合を含む。） 
○ 併用薬、飲食物等との相互作用 
○ 残薬 
○ その他薬学的観点から必要と認められる事項 

《算定対象》 
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薬局における処方内容の疑義照会に対する評価 

外来 在宅 

患者に対する指導 
（薬学管理料） 

薬剤服用歴管理指導料 
在宅患者訪問薬剤管理指導料 
居宅療養管理指導費等【介護保険】 

処方内容の疑義照会
に伴う評価 

重複投薬・相互作用防止加算 なし 

残薬確認や減薬のための疑義照会に係る
評価がない。 
  ↓ 
評価を新設 
（在宅患者重複投薬・相互作用等防止管理料 30点） 

算定可能な範囲が限られている。（重複
投薬、相互作用、残薬に係る調整のみ） 
  ↓ 
算定可能な範囲を拡大し、評価を充実 
（重複投薬・相互作用等防止加算 30点） 

現行 



医薬品の適正使用の推進③ 

平成28年度診療報酬改定 

薬局における継続的な薬学的管理の評価（ブラウンバッグ運動の取組の評価） 

 患者が保険薬局に服用薬等を持参し、保険薬剤師が服薬管理等を行った場合でも外来服薬支援料を算定
可能とする。（「注１」及び「注２」合わせて月１回に限り算定可能） 
 
 
 
 
 
 
 

 

現行 

【外来服薬支援料】                 185点 
 
注１  自己による服薬管理が困難な外来の患者又はそ

の家族等の求めに応じ、当該患者が服薬中の薬
剤について、当該薬剤を処方した保険医に当該薬
剤の治療上の必要性及び服薬管理に係る支援の
必要性を確認した上で、患者の服薬管理を支援し
た場合に算定する。 

改定後 

【外来服薬支援料】                   185点 
 
注１  自己による服薬管理が困難な患者若しくはその家

族等又は保険医療機関の求めに応じて、当該患者
が服薬中の薬剤について、当該薬剤を処方した保険
医に当該薬剤の治療上の必要性及び服薬管理に係
る支援の必要性を確認した上で、患者の服薬管理を
支援した場合に月１回に限り算定する。 

注２ 患者若しくはその家族等又は保険医療機関の求め
に応じて、患者又はその家族等が保険薬局に持参し
た服用薬の整理等の服薬管理を行い、その結果を保
険医療機関に情報提供した場合についても、所定点
数を算定できる。 
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自宅での服用薬等（残薬含む） 

服用薬等を持参 
（下記のような袋を活用） 

服薬管理等を実施 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&docid=85zXajk45hD63M&tbnid=hRdyhx5COfzRLM:&ved=0CAUQjRw&url=http://www.kitayaku.or.jp/center/center76.html&ei=hDKEU4G2IYz88QXeyIC4BQ&bvm=bv.67720277,d.dGc&psig=AFQjCNFT6WXlW3mvUa9CZUBtPX-EVHm90g&ust=1401259001830200


処方された薬剤費（総数）の約20％を削減 

【出典】福岡市薬剤師会における医療費および患者負担軽減を目指した残薬調整の取り組み～節薬バッグ運動の実践～ 

＜残薬確認による薬剤費削減率＞ 

■節薬バッグ運動：外来患者の残薬の現状とその有効活用による医療
費削減の取り組み（福岡市薬剤師会） 

■実施期間：2013年2月～2014年1月  

■実施内容：薬局において、本活動の同意が得られた患者に「節薬
バッグ」を渡し、次回来局時に残薬をバッグに入れて持参してもらい、
残薬確認と調整を行う。（参加薬局127、協力患者1,367人） 

外来患者の残薬削減の取組 

節薬バッグ 

処方された薬剤費（円） 削減された薬剤費（円） 薬剤費の削減率（％） 

処方せん1枚当たり 8,280※ 
（4,322-15,044） 

1,101※ 
（412-2,669） 

15.54※ 
（6.57-33.30） 

総数 16,593,964 3,492,722 21.05 

※中央値（四分位範囲） 
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平成28年度診療報酬改定 

 

   30日を超える長期の投薬については、予見することができる必要期間に従った投薬量が適切に処方され
るよう、取扱いの明確化を図る。 

長期投薬の取扱の明確化【医科】 

 医師が処方する投薬量については、予見することができる必要期間に従ったものでなければならず、30日を超える長期

の投薬を行うに当たっては、長期の投薬が可能な程度に病状が安定し、服薬管理が可能である旨を医師が確認するととも
に、病状が変化した際の対応方法及び当該保険医療機関の連絡先を患者に周知する。 
 なお、上記の要件を満たさない場合は、原則として次に掲げるいずれかの対応を行うこと。 
 
 ア 30日以内に再診を行う。 
 イ 200床以上の保険医療機関にあっては、患者に対して他の保険医療機関(200床未満の病院又は診療所に限る。)に  
  文書による紹介を行う旨の申出を行う。 
 ウ 患者の病状は安定しているものの服薬管理が難しい場合には、分割指示に係る処方せんを交付する。 

医薬品の適正使用の推進④ 

 

  長期保存が困難な場合や後発医薬品を初めて使用する場合以外であっても、患者の服薬管理が困難で
ある等の理由により、医師が処方時に指示した場合には、薬局で分割調剤を実施する。その際、処方医は、
処方せんの備考欄に分割日数及び分割回数を記載する。２回目以降の調剤時は患者の服薬状況等を確認
し、処方医に対して情報提供を行う。 
 

 

薬局における分割調剤 

〈上記分割調剤の算定例〉 ※90日分の処方を30日ごとに3回分割調剤を指示 

 ○調剤基本料、調剤料、薬学管理料※ 

   分割調剤しない場合（90日分調剤した場合）の点数 A点 ⇒ 分割調剤ごとにA/3点 
   ※2回の分割指示の場合は分割調剤ごとにA/2点、3回以上の分割指示の場合は分割調剤ごとにA/3点 
  

 ○薬剤料 ⇒ 分割調剤ごとに30日分の薬剤料 
処方医 

分割指示 

情報提供 薬剤師 
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第3章 経済再生と財政健全化の好循環 
 2.主な歳出分野における重点化·効率化の考え方 
 (1)社会保障改革 
  (薬価·医薬品に係る改革) 
   医薬分業の下での調剤技術料·薬学管理料の妥当性·適正性について検証するとともに、

診療報酬上の評価において、調剤重視から服薬管理·指導重視への転換を検討する。 
   その際、薬剤師が処方変更の必要がないかを直接確認した上で一定期間内の処方箋を

繰返し利用する制度(リフィル制度)等について医師法との関係に留意しつつ、検討する。 

○「経済財政運営と改革の基本方針２０１４」（平成２６年６月２４日閣議決定） 

○「規制改革実施計画」（平成２７年６月３０日閣議決定） 

分割調剤等に対する関係会議からの指摘 

Ⅱ 分野別措置事項 
 １. 健康・医療分野 
 （２）個別措置事項 
  ①医薬分業推進の下での規制の見直し 
     リフィル処方せんの導入や分割調剤の見直しに関する検討を加速し、結論を得る。 
   【平成27年度検討・結論】 
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